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令和５年度

◎令和５年度の市・県民税は、令和４年中（１月～12月）の個人の所得等をもとに計算します。
一般的な所得金額の計算は 所得金額 ＝ 収入金額 － 必要経費 です。

◎令和５年度の市・県民税は、令和５年１月１日に住所のあった市町村に納めていただきます。
令和 5年 1月 2日以降に住所が変わった場合でも 1月 1日の住所地に納税していただくことになります。

◎市・県民税には「所得割」と「均等割」があります。
所得割：所得から所得控除（ 8ページ参照）を差し引いた金額に税率を適用して算出します。
均等割：一定額（市民税：3,500円 県民税：2,500円）を均等に広く負担していただくものです。

◎市・県民税の納入方法は、月々の給料や公的年金から差し引いて納めていただく「特別徴収」
と、納税通知書によって通知された税額を年４回に分けて納めていただく「普通徴収」があり
ます。
では、市・県民税は実際にどのような流れで計算されているのでしょうか？

所得は､事業(営業､農業など)､
利子､配当､不動産､給与､雑､一
時､譲渡､山林､退職の各種所得
に分けられています。

生活費は含まれません。
サラリーマンには、給与所得
控除があります。

以上、算出された市民税と県民税の合計額を、
年税額として納めていただくことになります。

（市民税6％県民税4％）
※所得控除については
8ページ参照

日頃より、市・県民税の申告と納税につきましては、ご理解とご協力をいただき、ありがとうございます。
このたび、令和５年度版「市・県民税のしおり」を作成しましたので、参考にしていただければ幸いです。
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■市・県民税を計算してみましょう！
【給与収入がある方の計算例】
酒田太郎さん（会社員）は、妻の花子さん、長男の一郎くん（17歳）、次男の二郎くん（14歳）と暮らしています。
太郎さんの令和４年中の収入は次のとおりです。

〈令和４年分の源泉徴収票〉 〈給与所得金額の計算表〉
（源泉徴収票の支払金額を収入金額にあてはめて計算します。）

給与収入金額 給与所得金額

551,000円未満 0円

551,000円以上 1,619,000円未満 収入金額−550,000円

1,619,000円以上 1,620,000円未満 1,069,000円

1,620,000円以上 1,622,000円未満 1,070,000円

1,622,000円以上 1,624,000円未満 1,072,000円

1,624,000円以上 1,628,000円未満 1,074,000円

1,628,000円以上 1,800,000円未満 Ａ×4×60％＋100,000円

1,800,000円以上 3,600,000円未満 Ａ×4×70％−80,000円

3,600,000円以上 6,600,000円未満 Ａ×4×80％−440,000円

6,600,000円以上 8,500,000円未満 収入金額×90％−1,100,000円

8,500,000円以上 収入金額−1,950,000円

Ａ＝収入金額÷4 (1,000円未満は切り捨て)

１．「給与所得金額の計算表」により給与所得金額を計算します。
（給与収入） （給与所得金額）
{（3,800,000円÷ 4 ) × 4 } × 80％－ 440,000円＝ 2,600,000円 ……… ①

２．所得控除金額を計算します。（控除の種類と説明は 8ページをご覧ください。）
社会保険料控除 …………… 380,000円
配偶者控除 ………………… 330,000円
扶養控除(一般) …………… 330,000円
基礎控除 …………………… 430,000円

合 計 …………………… 1,470,000円 ……… ②

３．所得金額①から所得控除の合計額②を差し引きます。
2,600,000円－1,470,000円＝1,130,000円 ……… ③ (課税所得金額) ※1,000円未満の端数があるときは切り捨てます。

４．課税所得金額③に税率(県民税：4％ 市民税：6％)をかけて、市・県民税の所得割額を計算します｡
県民税：1,130,000円（課税所得金額）× 4％（税率）＝ 45,200円 ……… Ａ
市民税：1,130,000円（課税所得金額）× 6％（税率）＝ 67,800円 ……… Ｂ

源泉徴収票は所得税の控除額で計算しているため、
源泉徴収票の金額とは異なる場合があります。
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５．市・県民税の所得割額（Ａ＋Ｂ）から人的控除額の差による調整控除額を計算します。
※調整控除については合計所得金額が2,500万円超の場合は適用されません。

所得税と市・県民税の人的控除の差の合計額を計算します。

配偶者控除 ………………… 50,000円
扶養控除(一般扶養) ……… 50,000円
基礎控除 …………………… 50,000円

合 計 …………………… 150,000円 ……… ④

課税所得金額③が200万円以下であることから、人的控除の差の合計額④と
課税所得金額③のいずれか少ない額の 5％が調整控除額となります。
1,130,000円 ……… ③ ＞ 150,000円 ……… ④
③と④を比較すると④の額の方が少ないことから
調整控除額は150,000円× 5％（県 2％、市 3％）＝7,500円となります。

県民税控除額：150,000円× 2％＝3,000円 ……… ⑤
7,500円の内訳

市民税控除額：150,000円× 3％＝4,500円 ……… ⑥

６．所得割から調整控除額を差し引き、さらに均等割を加えたものが令和５年度の市・県民税になります。
県民税所得割：45,200円（Ａ）－ 3,000円（⑤）＝ 42,200円（100円未満切り捨て）
市民税所得割：67,800円（Ｂ）－ 4,500円（⑥）＝ 63,300円（100円未満切り捨て）
※合計所得金額が2,500万円を超える場合、調整控除は適用されません。

県民税：42,200円（所得割）＋ 2,500円（均等割）＝ 44,700円
市民税：63,300円（所得割）＋ 3,500円（均等割）＝ 66,800円
合 計：44,700円（県民税）＋ 66,800円（市民税）＝ 111,500円
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【調整控除額の算出の仕方】
区 分 控 除 額

課 税 所 得 金 額 が
200万円以下の場合

次のいずれか少ない金額の 5％
1．人的控除の差の合計
2．課税所得金額

課 税 所 得 金 額 が
200 万 円 超 の 場 合

{人的控除の差の合計額 －（課税所得金額－200万円）｝の 5％
ただし、この金額が2,500円未満の場合は2,500円となります。

【所得税と市・県民税の人的控除の差】
所 得 控 除 区 分 所 得 税 市・県民税 差 額

障 害 者 控 除

普 通 障 害 者 27万円 26万円 1万円

特 別 障 害 者 40万円 30万円 10万円

同 居 特 別 障 害 者 75万円 53万円 22万円

寡 婦 控 除 27万円 26万円 1万円

ひ と り 親 控 除 (父) 27万円 26万円 1万円

ひ と り 親 控 除 (⺟) 35万円 30万円 5万円

勤 労 学 生 控 除 27万円 26万円 1万円

扶 養 控 除

一 般 扶 養 38万円 33万円 5万円

特 定 扶 養 63万円 45万円 18万円

老 人 扶 養 48万円 38万円 10万円

同 居 老 親 等 58万円 45万円 13万円

基 礎 控 除 ※調整控除の算出の際は一律差額 5万円 48万円 43万円 5万円
※ひとり親(父)については税制改正前(令和 2年度まで)の寡夫控除の額で計算するため人的控除の差額は 1万円となります。
※基礎控除額については人的控除の差額は一律 5万円です。
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所 得 控 除 納税義務者の合計所得金額 区 分 所 得 税 市・県民税 差 額

配偶者特別控除

900万円以下
48万円超 50万円未満 38万円

33万円
5万円

50万円以上 55万円未満 36万円 3万円※

900万円超 950万円以下
48万円超 50万円未満 26万円

22万円
4万円

50万円以上 55万円未満 24万円 2万円※

950万円超 1,000万円以下
48万円超 50万円未満 13万円

11万円
2万円

50万円以上 55万円未満 12万円 1万円※

所 得 控 除 納税義務者の合計所得金額 区 分 所 得 税 市・県民税 差 額

配 偶 者 控 除

900万円以下
一 般 配 偶 者 38万円 33万円 5万円

老 人 配 偶 者 48万円 38万円 10万円

900万円超 950万円以下
一 般 配 偶 者 26万円 22万円 4万円

老 人 配 偶 者 32万円 26万円 6万円

950万円超 1,000万円以下
一 般 配 偶 者 13万円 11万円 2万円

老 人 配 偶 者 16万円 13万円 3万円

■市・県民税の非課税規定について
扶養親族の人数（Ａ) 非課税になる所得金額（Ｂ) 均等割のみ課税となる所得金額（Ｃ)

0 人 39万円以下 39万円超 45万円以下

1人 85万円以下 85万円超 112万円以下

2人 114万円以下 114万円超 147万円以下

3人 143万円以下 143万円超 182万円以下

4人 172万円以下 172万円超 217万円以下

5人 201万円以下 201万円超 252万円以下

●(Ａ)欄の人数は、配偶者控除、扶養控除、16歳未満の扶養親族の対象となる方を合計した人数です。(配偶者特別控
除はこの人数には含まれません。)

●(Ｂ)欄に該当する人は、市・県民税は非課税になり、（Ｃ)欄に該当する人は、均等割のみの課税となります。
●(Ｃ)欄の所得金額を超えた場合でも、所得が所得控除と同じかそれよりも少ないとき（所得≦所得控除）は、均等
割のみの課税となります。

●所得金額は収入金額から一定額（給与所得控除や必要経費）を控除した金額になります。給与の所得金額については、
2ページの＜給与所得金額の計算表＞をもとに計算します。その他の所得金額についての計算方法についてはお問
い合わせください。

●障がい者・ひとり親・寡婦・未成年者（平成17年 1 月 3 日以降生まれで未婚の方）に該当し、合計所得金額が135万
円以下であれば、所得割、均等割とも課税されません。

【所得税と市・県民税の人的控除の差（配偶者控除）】

【所得税と市・県民税の人的控除の差（配偶者特別控除）】

※税制改正前（平成30年度まで）の配偶者特別控除額で計算します。

■令和５年度 市・県民税についてのお知らせ
１．民法上の成人年齢引き下げに伴う非課税規定の見直し

令和 4年 4月 1日から、民法改正によって成人年齢が20歳から18歳に引き下げられたことにより、市・県
民税課税における未成年判定についても18歳未満に引き下げられます。

２．セルフメディケーション税制の見直し
対象となる医薬品を見直すとともに、特例の適用期間が5年延長されます。
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■令和６年度 市・県民税についてのお知らせ
１．上場株式等の配当所得等及び譲渡所得等の課税方式の統一

上場株式等の配当所得等や譲渡所得等、特定公社債等の利子所得等については、所得税と市・県民税にお
いて異なる課税方式の選択が可能とされていましたが、公平性の観点から令和 6年度の市・県民税（令和 5
年分の所得税の確定申告）より、課税方式を所得税と市・県民税で一致させる改正がなされました。このた
め所得税で申告不要を選択した場合は市・県民税でも申告不要を選択したこととなり、所得税で総合または
分離課税方式で申告した場合は市・県民税においても同じ課税方式で申告したこととなります。

３．退職所得課税の適正化
勤続 5年以下の法人役員等以外の退職金について、退職所得控除額を控除した残額のうち300万円を超え
る部分については 2分の 1課税が適用されません。※この制度は令和 4年 1月 1日以後に支払いを受けるべ
き退職手当等について適用されます。

２．申告不要制度の手続きの簡素化
個人住民税において、特定配当等及び特定株式等譲渡所得金額に係る所得の全部について特別徴収で済ま
せること（申告不要）とする場合に、確定申告書の提出のみで申告手続きが完結できるよう、個人住民税に
係る付記事項が確定申告書に追加されます。

４．国や地方公共団体の実施する子育てに係る助成等の非課税措置
国や自治体が実施する子育てに関する助成等が非課税所得となります。対象範囲は、子育てに係る施策・
サービスの利用料に対する助成です。

対象となるもの(国・自治体からの助成のうち以下のもの)
１、ベビーシッターの利用料に対する助成
２、認可外保育施設等の利用料に対する助成
３、一時預かり・病児保育などの子を預ける施設の利用料に対する助成
※上記の助成と一体として行われる助成についても対象となります。
（例：生活援助・家事支援、保育施設等の副食費・交通費等）

３．住宅ローン控除（住宅借入金等特別税額控除）の適用期限の延長と見直し
住宅ローン控除の適用期限を 4年延長し、令和 7年末までの入居者を対象とします。新築や建築後使用さ
れたことのない住宅を取得して、延長した期間内に居住を開始した場合の借入限度額や所得税の控除率及び
控除期間は以下のとおりです。また、控除期間において所得税額から控除しきれない額を、所得税の課税総
所得金額等の 5％(最高97,500円)の範囲内で市・県民税から控除します。

居 住 年 借 入 限 度 額 控 除 率 控 除 期 間

令和 4年・令和 5年 3,000万円
0.7%

13 年

令和 6年・令和 7年 2,000万円 10 年

※ 1 認定住宅等の場合は、借入限度額・控除期間等が異なります。
※ 2 既存住宅の取得又は住宅の増改築等における借入限度額は一律2,000万円、控除期間は一律10年とな
ります。

※ 3 令和 4年中に入居した方のうち、住宅の取得対価に係る消費税率が10％かつ一定期間内に住宅の取得
に係る契約を締結した場合は、その控除期間において所得税額から控除しきれない額を所得税の課税総
所得金額等の7％(最高136,500円)の範囲内で市・県民税から控除します。

４．地方統一QRコード（eL-QR）を利用した納税ができます。
令和 5年 4月から地方税統一QRコード（eL-QR）を使って市・県民税を納付することができます。納付
書にQRコードが印字されていれば「地方税お支払サイト」やスマホ決済アプリが利用できます。
※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

２．国外居住親族に係る扶養控除の見直し
30歳以上70歳未満の国外居住扶養親族について、扶養控除の対象となる国外居住扶養親族は次の（1）～（3）
に該当する場合に限られます。
（1）留学により国外居住者となったもの
（2）障がい者
（3）納税義務者から生活費等に充てる目的で年間38万円以上の金銭を受け取っている

３．森林環境税の創設
森林整備等に必要な財源確保のために、平成31年 3 月に「森林環境税及び森林環境譲与税の法律」が成立
しました。これにより令和 6年度から森林環境税（一人年額1,000円）が国税として市・県民税の均等割と
併せて徴収されます。なお、平成26年度より市・県民税の均等割と併せて徴収されていた、防災のための施
策に要する財源として加算されていた分（一人年額1,000円）は令和 5年度にて終了となります。
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��Ｑ 今年の 2月に父が亡くなりましたが、市・県民税の納税通知書が届きました。死亡しても税金がかかるの
でしょうか。

��Ａ 市・県民税が課税されるかどうかは、その年の 1月 1日の現況で判断することになっています。 1月 2日
以後に亡くなられた場合は、市・県民税が課税され、その納税義務は相続人に承継されます。

■Ｑ＆Ａ
【亡くなった父の市・県民税】

��Ｑ 私は収入が年金のみでサラリーマンの息子の扶養になっているはずですが、市・県民税の納税通知書が送
られてきました。間違いではないでしょうか。また、年金の収入がいくらまでは息子の扶養親族になれますか。

��Ａ 扶養親族であっても、公的年金等の収入が65歳未満は99万円、65歳以上は149万円（いずれも所得が39万円）
を超えると、市・県民税がかかる場合があります。また、扶養親族になれるのは収入が65歳未満は108万円
以下、65歳以上は158万円以下（いずれも所得が48万円）となります。公的年金等の所得の計算は下記の【公
的年金等に係る雑所得金額の計算表】を参照してください。

【年金収入のある方の扶養控除と市・県民税】

公的年金等の収入金額
市・県民税

扶養控除の対象になるか（市・県民税)
均等割（6,000円) 所 得 割

1,490,000円以下 かからない
かからない

控除の対象になる1,490,001円以上 1,550,000円以下
かかる場合がある1,550,001円以上 1,580,000円以下

かかる場合がある
1,580,001円以上 控除の対象にならない

公的年金等の収入金額
市・県民税

扶養控除の対象になるか（市・県民税)
均等割（6,000円) 所 得 割

990,000円以下 かからない
かからない

控除の対象になる990,001円以上 1,050,000円以下
かかる場合がある1,050,001円以上 1,080,000円以下

かかる場合がある
1,080,001円以上 控除の対象にならない

昭和33年 1 月 2 日以後に生まれた方（65歳未満の方）

昭和33年 1 月 1 日以前に生まれた方（65歳以上の方）

公的年金等の収入金額
公的年金等の所得金額

公的年金等雑所得以外の所得に係る合計所得金額
1,000万円以下 1,000万円超2,000万円以下 2,000万円超

130万円未満 収入金額－60万円 収入金額－50万円 収入金額－40万円
130万円以上 410万円未満 収入金額×0.75 － 275,000円 収入金額×0.75 － 175,000円 収入金額×0.75 － 75,000円
410万円以上 770万円未満 収入金額×0.85 － 685,000円 収入金額×0.85 － 585,000円 収入金額×0.85 － 485,000円
770万円以上 1,000万円未満 収入金額×0.95－1,455,000円 収入金額×0.95－1,355,000円 収入金額×0.95－1,255,000円

1,000万円以上 収入金額－1,955,000円 収入金額－1,855,000円 収入金額－1,755,000円

【公的年金等に係る雑所得金額の計算表】

65歳未満

公的年金等の収入金額
公的年金等の所得金額

公的年金等雑所得以外の所得に係る合計所得金額
1,000万円以下 1,000万円超2,000万円以下 2,000万円超

330万円未満 収入金額－110万円 収入金額－100万円 収入金額－90万円
330万円以上 410万円未満 収入金額×0.75 － 275,000円 収入金額×0.75 － 175,000円 収入金額×0.75 － 75,000円
410万円以上 770万円未満 収入金額×0.85 － 685,000円 収入金額×0.85 － 585,000円 収入金額×0.85 － 485,000円
770万円以上 1,000万円未満 収入金額×0.95－1,455,000円 収入金額×0.95－1,355,000円 収入金額×0.95－1,255,000円

1,000万円以上 収入金額－1,955,000円 収入金額－1,855,000円 収入金額－1,755,000円

65歳以上
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【年金収入のある方の市・県民税の納め方】
��Ｑ 今年65歳（ 4月 1日時点）になり、年金から市・県民税が引かれると聞きましたが、どのように変わりま
すか？

��Ａ 年金の特別徴収の対象となる方の市・県民税の納付方法については以下のとおりになります。

新たに65歳になられた方（生年月
日が昭和32年 4 月 3 日～昭和33年 4
月 2 日の方）や、令和 4年度の途中
で差し引きが停止となった方は、図
①のように、上半期分については納
付書または口座振替の方法により納
めていただきます。

※以上は、年金所得にかかる税額についての納付方法です。年金以外の所得がある方は、別途、納付書、口座
振替、または給与からの差し引きにより納めていただく場合があります。

◇納付の方法
①特別徴収開始 1年目（令和 5年度より新たに特別徴収の対象となる方）

納期・月 6月 8月 10月 12月 2 月

徴収方法
普通徴収

納付書または口座振替
により納めください

特別徴収
（年金から引き落としになります）

税額 年税額の 1 / 4 ずつ 年税額の 1 / 6 ずつ

令和 4年度の市・県民税が令和 5
年 2月の年金から差し引きになった
方は、図②のように、前年度の公的
年金等の所得に係る市・県民税の 2
分の 1に相当する額が、上半期分と
して年金から差し引きになります。

②特別徴収 2年目以降（令和 4年度から引き続き特別徴収されている方）

納期・月 4月 6月 8月 10月 12月 2 月
徴収方法 特別徴収（仮徴収) 特別徴収（本徴収)

税額 (前年度の年税額÷ 2 ) ÷ 3 ずつ (年税額－仮徴収額)÷ 3ずつ

��Ｑ 私は主婦でパート収入が 1年間で100万円ほどあります。私は、市・県民税を納めなくてはならないでしょ
うか。また、私の夫は配偶者控除と配偶者特別控除のどちらを受けることができますか。

��Ａ 市・県民税は収入が94万円（所得が39万円）を超えるとかかる場合があります。なお、配偶者控除は、あ
なたの収入が103万円（所得が48万円）以下であれば受けることができます。給与所得の計算方法は 2ペー
ジの表を参照してください。配偶者控除と配偶者特別控除の控除額については下記の表でご確認ください。

【パート収入と配偶者控除】

妻のパート収入
妻の市・県民税 夫が受けられる控除

均等割（6,000円) 所 得 割 配偶者控除 配偶者特別控除
940,000円以下 かからない

かからない
受けられる940,001円以上 1,000,000円以下

かかる場合がある
1,000,001円以上 1,030,000円以下

かかる場合がある1,030,001円以上 2,015,999円以下
受けられない

受けられる
2,016,000円以上 受けられない

納税義務者の合計所得金額 900万円以下 900万円超950万円以下 950万円超1,000万円以下 1,000万円超
一 般 配 偶 者 33万円 22万円 11万円 なし
老 人 配 偶 者 38万円 26万円 13万円 なし

納税義務者の合計所得金額 900万円以下 900万円超950万円以下 950万円超1,000万円以下 1,000万円超

配偶者の
合計所得
金 額

48万円超 100万円以下 33万円 22万円 11万円 なし
100万円超 105万円以下 31万円 21万円 11万円 なし
105万円超 110万円以下 26万円 18万円 9万円 なし
110万円超 115万円以下 21万円 14万円 7万円 なし
115万円超 120万円以下 16万円 11万円 6万円 なし
120万円超 125万円以下 11万円 8万円 4万円 なし
125万円超 130万円以下 6万円 4万円 2万円 なし
130万円超 133万円以下 3万円 2万円 1万円 なし

133万円超 なし なし なし なし

【配偶者控除の控除額】

【配偶者特別控除の控除額】
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■市・県民税所得控除表
項目 適用範囲と所得控除額

雑 損 控 除 災害、盗難などによって住宅や家財
などの資産について損害を受けたとき

○差引損失額－(所得金額の合計額×10％) のいずれか多い方
○災害関連支出－50,000円 の金額

医 療 費 控 除 あなたやあなたの親族のケガや病気
などのために医療費を支払った場合

(支払った医療費の総額)－(保険金等で補てんされた金額)－Ａ
Ａ：10万円か所得金額の合計額× 5％のいずれか少ない方の金額

最高200万円まで
セルフメディケーション税制 スイッチOTC医薬品購入額 － 12,000円 ＝ 控除額（控除上限額88,000円）

社会保険料控除 あなたやあなたの扶養親族が負担することになっている国民健康保険税､
介護保険、健康保険、厚生年金、国民年金、雇用保険等を支払ったとき

支払った金額、または給与､
年金から差し引かれた金額

小規模企業共済
等 掛 金 控 除 小規模企業共済や心身障害者扶養共済の掛け金を支払ったとき 支払った金額

生命保険料控除

地震保険料控除

地震保険料と旧長期損害保険料のそれぞれの控除額を合わせた最高限度額は25,000円となります。

障 害 者 控 除

あなたやあなたの配偶者や扶養親族に障がいのある人がいるとき
①普通障害者：身体障害者手帳 3～ 6級、精神障害者保健福祉手帳 2～ 3級、療育手帳Ｂなど …260,000円
②特別障害者：身体障害者手帳 1～ 2級、精神障害者保健福祉手帳 1級、療育手帳Ａなど …300,000円
③上記②のうちあなたやあなたの配偶者またはあなたの扶養親族と同居している場合 ………530,000円

寡 婦 控 除
次の要件のいずれかを満たす方(事実上婚姻関係と同様の事情にあると認められる方がいる場合を除く)…260,000円
①夫と死別、夫が生死不明で令和 4年中の合計所得金額が500万円以下である
②夫と離別で令和 4年中の合計所得金額が500万円以下で扶養親族を有する

ひとり親控除

次の要件をすべて満たす方(事実上婚姻関係と同様の事情にあると認められる方がいる場合を除く)…300,000円
①総所得金額等が48万円以下の生計を一にする子を有すること
②合計所得金額が500万円以下であること
「ひとり親」とは、未婚又は配偶者と死別・離別している方又は配偶者の生死が明らかでない方で上記
の要件を満たす方をいいます。

勤労学生控除 あなたが大学、高校、各種学校などの学生で、令和 4年中の合計所得金額が75万円以下であり、
そのうち自己の勤労によらない所得が10万円以下のとき …………………………………………260,000円

配 偶 者 控 除
令和 4年中のあなたの配偶者の合計所得金額が48万円以下のとき
あなたの合計所得金額が900万円を超えると控除額が減少し、1,000万円を超える場合には適用できなく
なります。詳しくは 7ページ【パート収入と配偶者控除】を参照してください。

配偶者特別控除
配偶者の合計所得金額の上限が133万円まで拡大され、それに合わせて控除額が変わります。また、あ
なたの合計所得金額が900万円を超えると控除額が減少し、1,000万円を超える場合には適用できなくな
ります。詳しくは 7ページ【パート収入と配偶者控除】を参照してください。

扶 養 控 除

あなたと生計を一にする親族の令和 4年中の合計所得金額が48万円以下であるとき
①年齢16歳以上19歳未満(平成16年 1 月 2 日～平成19年 1 月 1 日生まれ)を扶養するとき(一般扶養)…330,000円
②年齢19歳以上23歳未満(平成12年 1 月 2 日～平成16年 1 月 1 日生まれ)を扶養するとき(特定扶養)…450,000円
③年齢23歳以上70歳未満(昭和28年 1 月 2 日～平成12年 1 月 1 日生まれ)を扶養するとき(一般扶養)…330,000円
④年齢70歳以上(昭和28年 1 月 1 日以前生まれ)を扶養するとき(老人扶養) ……………………380,000円
⑤上記の④のうち同居している本人または配偶者の直系尊属を扶養するとき(同居老親等扶養) …450,000円

基 礎 控 除
合計所得金額が2,400万円以下の方に一律に適用されます。………………………………………430,000円
合計所得金額が2,400万円を超えると所得金額に応じて控除額が減少し、2,500万円を超える場合は適用
されません。

΅
`
῰

⽯
⽰
地震保険料の支払合計金額
※支払合計金額が50,000円以下の場合
支払合計金額×1/2（最高25,000円）

⽱
⽲＋
⽯
⽰
旧長期損害保険料の支払合計金額
※支払合計金額が5,000円を超える場合
支払合計金額×1/2＋2,500円（最高10,000円）

⽱
⽲

下の計算表で計算した一般生命保
険料控除の金額
※限度額は ①新契約のみ：28,000円

②旧契約のみ：35,000円
③新契約＋旧契約：28,000円

新・旧両方の契約がある場合、①②③の中
で控除額が最大のものを控除します。

＋

下の計算表で計算した個人年金保
険料控除の金額
※限度額は ①新契約のみ：28,000円

②旧契約のみ：35,000円
③新契約＋旧契約：28,000円

新・旧両方の契約がある場合、①②③の中
で控除額が最大のものを控除します。

＋

下の計算表で
計算した介護
医療保険料控
除の金額
※限度額は

28,000円

※全体の生
命保険料
控除額は
7万円が
限度とな
ります。

「新契約」
平成24年 1 月 1 日以後
に契約した保険料
（新生命保険料、新個
人年金保険料、介護医
療保険料）

支払った金額（Ａ) 控除額
12,000円以下 (Ａ)の金額
12,001円～32,000円 (Ａ)×0.5＋6,000円
32,001円～56,000円 (Ａ)×0.25＋14,000円
56,001円以上 28,000円

「旧契約」
平成23年12月31日以前
に契約した保険料
（旧生命保険料、旧個
人年金保険料）

支払った金額（Ａ) 控除額
15,000円以下 (Ａ)の金額
15,001円～40,000円 (Ａ)×0.5＋7,500円
40,001円～70,000円 (Ａ)×0.25＋17,500円
70,001円以上 35,000円


